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令和８年度松野町簡易水道事業会計補正予算（第1号）



議案第58号

（総則）

第１条　 令和８年度松野町簡易水道事業会計の補正予算（第1号）は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出）

第２条　

収　　入

（科目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　第１款　資本的収入  千円  千円  千円

　　第１項　 企業債  千円  千円  千円

支　　出

（科目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

　第１款　資本的支出  千円  千円  千円

　　第１項　建設改良費  千円  千円  千円112,533

119,815

令和８年度松野町簡易水道事業会計補正予算（第1号）

（本文括弧内「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額10,477千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額6,226千円、過年度分損益勘定留保資金4,251千円で補てん」は「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額15,971千円
は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額8,816千円、過年度分損益勘定留保資金7,155千円で補てん」に読み替え
るものとする。）

66,000 89,000

予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

141,027

142,815

158,786

23,000

23,000

28,494

28,494

130,292
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（企業債）

第３条

　　　松野町長　坂　本　　　浩

44,500

44,500

起　債　の　目　的

１　重要拠点施設配水管
　　耐震整備事業
　（公営企業債）

２　重要拠点施設配水管
　　耐震整備事業
　（過疎対策事業債）

合　　計

起債の方法 償　還　の　方　法利　　率

政府資金についてはその融資
条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定する
ものとする。
ただし、水道経営の都合によ
り、据置期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰上償還又
は低利に借換えすることがで
きる。

千円

令和８年６月16日提出

予算第５条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり補正する。

限　度　額

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率見直し
を行った後において
は、当該見直し後の利
率）

89,000

　証書借入
　　又は
　証券発行
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（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考

１．資本的収入 119,815 23,000 142,815

１．企業債 66,000 23,000 89,000

１．建設企業債 66,000 23,000 89,000

（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考

１．資本的支出 130,292 28,494 158,786

１．建設改良費 112,533 28,494 141,027

２．送水及び配水施設費 112,500 28,494 140,994

資本的収入及び支出

収　　　入

支 出

令和８年度　松野町簡易水道事業会計補正予算実施計画（第1号）
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１款 資本的支出
（単位：千円）

１項 建設改良費

28,494 141,027計 112,533

20．工事請負費

（資本的支出）

目
既決

予定額
補正

予定額

35,482 ・工事請負費 35,482

（資本的収入）

資本的収入及び支出事項別明細書（補正第１号）

11,500

１項

計 66,000 23,000

既決
予定額

補正
予定額

89,000 １．建設企業債 23,000 ・過疎対策事業債

目

23,000

１款 資本的収入

節
説明

区分 金額

金額
説明

区分

計

・公営企業債 11,500

２．送水及び配水施設費 112,500 28,494 140,994 18．委託料 ▲ 6,988 ・委託料 ▲ 6,988

企業債
（単位：千円）

計
節

89,000

１．建設企業債 66,000

－　4　－



資金増加額

資金期首残高

資金期末残高 244,061,332

218,067,621

25,993,711

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

89,000,000　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

△ 17,759,000

9,815,000

　　　その他業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　補助金等による収入

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　長期前受金戻入額

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息

　　　未収金(流動資産)の減少額
　　　たな卸資産(流動資産)の減少額
　　　引当金(流動負債)の増加額 △ 405,000

令和８年度 松野町簡易水道事業 予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

(単位　円)

23,207,000

29,360,000

△ 11,651,000

△ 358,000

1,826,000

△ 2,790,000
649,000

△ 5,221,289　　　未払金(流動負債)の増加額

　　　　　小計 34,616,711

358,000

△ 1,826,000

33,148,711

81,056,000

△ 128,211,000

△ 88,211,000

40,000,000
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－24－

令和８年度　松野町簡易水道事業会計 予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

資産の部

１．固定資産 (単位　円)

（１）有形固定資産

　イ．土地 5,372,760

　ロ．建物 2,269,634

　　　減価償却累計額 △ 610,704 1,658,930

　ハ．構築物 694,845,748

　　　減価償却累計額 △ 115,411,891 579,433,857

　ニ．機械及び装置 12,611,647

　　　減価償却累計額 △ 365,491 12,246,156

　ホ．車両運搬具 1,996,773

　　　減価償却累計額 △ 891,790 1,104,983

　ヘ．工具及び備品 3,097,371

　　　減価償却累計額 △ 1,169,786 1,927,585

　ト．建設仮勘定 43,050,364

有 形 固 定 資 産 合 計 644,794,635

固 定 資 産 合 計 644,794,635

２．流動資産

（１）現金預金 244,061,332

（２）未収金 11,673,490

貸倒引当金 △ 5,740,520 5,932,970

（３）貯蔵品 66,071

流 動 資 産 合 計 250,060,373

資 産 合 計 894,855,008
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負債の部

３．固定負債

（１）企業債

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 152,073,479

（２）その他固定負債

固 定 負 債 合 計 152,073,479

４．流動負債

（１）企業債

　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 17,999,136

（２）未払金 2,476,823

（３）引当金

　イ．賞与引当金 814,000

　ロ．法定福利費引当金 167,000 981,000

流 動 負 債 合 計 21,472,689

（４）その他流動負債 15,730

５．繰延収益

（１）長期前受金

　イ．国庫補助金

4,167,548

　　　収益化累計額

△ 1,088,220 3,079,328

　ロ．県補助金

220,989,963

　　　収益化累計額

△ 34,427,753 186,562,210

　ハ．他会計補助金

26,658,616

△ 5,136,395 21,522,221

　二．工事負担金

29,363,288

△ 5,533,048 23,830,240

7,894,744

長 期 前 受 金 合 計 241,368,660

　　　収益化累計額

　　　収益化累計額

繰 延 収 益 合 計 241,368,660

　ホ．受贈財産評価額

負 債 合 計 414,914,828

　　　収益化累計額

△ 1,520,083 6,374,661
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資本の部

６．資本金 398,001,430

７．剰余金

（１）資本剰余金

　イ．受贈財産評価額 1,956

資 本 剰 余 金 合 計 1,956

（２）利益剰余金

　イ．建設改良積立金 30,000,000

　ロ．当年度未処分利益剰余金 51,936,794

利 益 剰 余 金 合 計 81,936,794

負 債 資 本 合 計 894,855,008

剰 余 金 合 計 81,938,750

資 本 合 計 479,940,180
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　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　量水器を除く資産　　定額法

　　　　　　量水器　　　　　　　取替法

　　⑴　有形固定資産

　　　ア　減価償却の方法

　　　　　　構築物　　　　　　　　 ２年～40年

　　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　　　車両運搬具 　　　　　　４年

注  記  事  項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　⑴　貯蔵品　　先入先出法による原価法

　　⑴　退職給付引当金

　職員の退職により退職給付金が不足となった場合に生じる愛媛県市町総合事務組合の特別負担金については、す
べて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　　　　　 ２年～８年

　　　　　　機械及び装置　　　　　 ２年～11年

　　　　　　工具器具及び備品　　　 ４年～12年

　３　引当金の計上方法
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　２　引当金の取崩し

令和８年度

　賞与引当金 1,322,000

　法定福利費引当金 268,000

　貸倒引当金 0

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のう
ち、他会計が負担すると見込まれる額は令和7年度は52,622千円、令和8年度は84,033千円である。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　企業債の償還に係る他会計負担見込額

　　⑶　貸倒引当金
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